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令和8年

令和8年度税制改正＜所得税＞

P.4 P.1

令和８年度の税制改正において特に注目すべきポイントは所得税の大幅見直しです。令和７年度税制改正より
さらに範囲が拡大し、所得税がかからない範囲は年収１７８万円（基礎控除額１０４万円＋給与所得控除の最低
保障額７４万円）までとなります。
また基礎控除額・給与所得控除の最低保障額の見直しは「働き控えの解消」および「手取りアップ」の観

点から行われたものです。

①基礎控除合計所得２，３５０万円以下である個人の場合：控除額がプラス４万円 ５８万円 → ６２万円

②合計所得金額２，３５０万円超の場合の基礎控除額に改正はありません。

合計所得金額が２，３５０万円を超え２，４００万円以下である個人 ４８万円

合計所得金額が２，４００万円を超え２，４５０万円以下である個人 ３２万円

合計所得金額が２，４５０万円を超え２，５００万円以下である個人 １６万円

◆令和７年分以後の各年分の基礎控除等の特例

①居住者のその年分の合計所得金額が６５５万円（令和１０年分以後の各年分にあっては、１３２万円）

以下である場合の基礎控除の控除額の加算額は、次に掲げる年分の区分に応じそれぞれ次に定める金額と

します。

【令和８年分及び令和９年分】

次に掲げる場合の区分に応じそれぞれ次に定める金額とします。

（イ）その居住者のその年分の合計所得金額が４８９万円以下

である場合 ＝ ４２万円加算

（ロ）その居住者のその年分の合計所得金額が４８９万円超、

６５５万円以下である場合 ＝ ５万円加算

【令和１０年分以後】
（ハ）その居住者のその年分の合計所得金額が１３２万円以下

である場合 ＝ ３７万円加算

②給与所得控除の最低保障額の引上げ

・給与所得控除の最低保障額：６５万円 → ６９万円

※令和８年分及び令和９年分に限り特例として「５万円」が
上乗せされます。

④ 公的年金等に係る源泉徴収税額の計算における基礎的控除額の引上げ

⑤物価上昇局面における基礎控除等の対応

◇令和８年の公的年金等の源泉徴収事務における留意事項◇
令和８年１１月までの公的年金等の源泉徴収事務に変更は生じません。
（令和８年１２月の年金支払時に、上記イの表の令和９年分の欄の基礎的控除額を用いて１年分の精算が行われます）

◎基礎控除額等は、物価上昇に連動して２年ごとに見直されます。
令和８年度税制改正により、物価上昇に連動して、２年ごとに基礎控除額等を見直すことが基本とされます。

具体的には、①見直し前の基礎控除額に、税制改正時における直近２年間の消費者物価指数（総合）の上昇率
を乗じることで調整（給与所得控除の最低保障額についても同様）②基礎控除額等の見直しがなされた場合、
原則として当年の年末調整から適用（〇年度税制改正の内容は〇年の年末調整から適用＝令和８年度税制改正
の内容は令和８年の年末調整から適用）―とされました。

令和７年分の、合計所得金額２，３５０万円以下の人の基礎控除額（本則）は５８万円、給与所得控除の最
低保障額は６５万円。これらの金額に、令和５年１０月～令和７年１０月までの２年間の上昇率（６．０％）
を掛けて、令和８年分・令和９年分の基礎控除額（本則）および給与所得控除の最低保障額が「＋４万円」と
されました。

◇◇◇おさえておきたい「年収ライン」◇◇◇

＜社会保険＞

年収１０６万円以上 → 厚生年金保険・健康保険への加入義務が発生（☆加入要件あり）

年収１３０万円以上 → 社会保険（国民年金・国民健康保険）への加入義務が発生

（＝社会保険上の扶養範囲ではなくなります）

◎詳しくは「厚生労働省Webサイト：社会保険適用拡大特設サイト」にて

＜住民税＞
年収１１９万円超 → 住民税が課税されます（自治体によっては、年収１１９万円以下でも課税されます）

＜配偶者（特別）控除＞
年収１３６万円超、年収１６９万円超、年収２０７万円超 → 配偶者の所得控除に影響します

＜特定扶養控除・特定親族特別控除＞

年収１３６万円超、年収１５９万円超、年収１９７万円超 → 親等の所得控除に影響します



　

P.2 P.3

① 基礎控除の引上げ

以下のように所得税の基礎控除の引上げ等が行われました。
これらの改正は、原則として、令和８年分以後の所得税について適用されます。
（令和８年１１月までの給与等及び公的年金等の源泉徴収事務に変更は生じません。）

② 給与所得控除の最低保障額の引上げ

③ 扶養親族等の所得要件の改正

基礎控除額の引上げに伴い、次の表のとおり、扶養控除等の対象となる扶養親族等の所得要件(注1)が改正さ
れました。
また、給与所得控除の最低保障額の引上げに伴い、家内労働者等の事業所得等の所得計算の特例について、

必要経費に算入する金額の最低保障額が６９万円(改正前：６５万円)に引上げられました。

《令和８年の給与等の源泉徴収事務における留意事項》

令和８年１１月までの給与等の源泉徴収事務に変更は生じません。

令和８年分の給与等の源泉徴収事務においては、令和８年１２月に行う年末調整の際に、左記①の引き上げ

後の基礎控除額及び左記②の改正後の国税庁において作成する「年末調整等のための給与所得控除後の給与等

の金額の表」に基づいて１年間の税額を計算し、改正前の「源泉徴収税額表」によって計算した源泉徴収税額

との精算を行います。

また、令和8年分の給与等の源泉徴収事務においては、上記③の改正は、令和８年１２月１日以後に支払う給

与等から適用されますが、この改正により新たに扶養親族等の要件を満たすこととなった親族等に係る扶養控

除等の適用を受けるために「給与所得者の扶養控除等（異動）申告書」等の提出が必要となります。

（注） 1 所得税法第86条の規定による基礎控除額62万円（改正前：58万円）に、租税特別措置法第41条の16の2の規定によ
る加算額を加算した額となります。
2 62万円にそれぞれ、42万円、5万円、37万円を加算した金額（改正前：58万円にそれぞれ、37万円、30万円、10万円、
5万円を加算した金額）となります。なお、この加算は、居住者についてのみ適用があります。
3 下記②の改正後の給与所得控除額に基づいた金額であり、特定支出控除や所得金額調整控除の適用がある場合に
は、表の金額とは異なります。
4 合計所得金額2,350万円超の場合の基礎控除額に改正はありません。

ロ 基礎控除額の引上げ及び給与所得控除の最低保障額の引上げに伴い、令和9年分以後の「源泉徴収税額表」

が改正されました。

（注） 1 合計所得金額（ひとり親の生計を一にする子については総所得金額等の合計額）の要件をいいます。
2 左記②の改正前及び改正後のそれぞれの給与所得控除額に基づいた金額であり、特定支出控除の適用がある場合

には、表の金額とは異なります。

【参考】改正後の配偶者特別控除額及び特定親族特別控除額の表

左記②及び上記③の改正により、親族等の合計所得金額（収入が給与だけの場合の収入金額）に応じた控除額は、次のよう

になりました。

（注）左記②の改正後の給与所得控除額に基づいた金額であり、特定支出控除や所得金額調整控除の適用がある場合には、

表の金額とは異なります。
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